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連結経営指標等 
  

 
(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、第10期は、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため、また、第11期第２四半期連結累計期間及び第11期第２四半期連結会計期間は、１株当
たり四半期純損失であり、かつ、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．従業員数は就業人員（社外への出向者を除き、社内への受入の出向者を含んでおります。）であります。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第11期 

第２四半期 
連結累計期間

第11期 
第２四半期 
連結会計期間

第10期

会計期間 自 平成21年２月１日 
至 平成21年７月31日

自 平成21年５月１日 
至 平成21年７月31日

自 平成20年２月１日 
至 平成21年１月31日

売上高 (千円) 14,418,538 7,130,947 29,136,648 

経常利益又は経常損失(△) (千円) △32,027 △17,497 241,141 

四半期(当期)純利益又は四
半期(当期)純損失(△) (千円) △24,912 △10,297 143,018 

純資産額 (千円) ― 1,688,338 1,715,126 

総資産額 (千円) ― 4,384,304 3,339,354 

１株当たり純資産額 (円) ― 42,215.93 42,968.39 

１株当たり四半期 
(当期)純利益又は四半期
(当期)純損失(△)

(円) △625.78 △258.74 3,423.54 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 38.3 51.4 

営業活動による 
キャッシュ・フロー (千円) △71,777 ―  △ 297,721

投資活動による 
キャッシュ・フロー (千円) △331,750 ― △ 164,821

財務活動による 
キャッシュ・フロー (千円) 505,457 ― △ 216,088

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 (千円) ― 411,987 301,620 

従業員数 (名) ― 95 70



 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

平成21年７月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員（社外への出向者を除き、社内への受入の出向者を含んでおります。）であり、臨時従業

員数（派遣社員、アルバイト）は、第２四半期連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

  

平成21年７月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります）であり臨

員従業員数（派遣社員、アルバイト）は、第２四半期会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 
  
  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

従業員数（人） 95（22）

(2) 提出会社の状況

従業員数（人） 34（18）



当社グループは、インターネット通販事業を中心に、その他の事業を行っており、提供するサービス

には生産に該当する事項がありませんので、生産実績に関する記載はしておりません。 
  
  

当第２四半期連結会計期間における商品仕入実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １．セグメント間の取引は、相殺消去しております。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 
３．インターネット通販事業における商品カテゴリー別仕入は、次のとおりであります。 

 
  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】
(1) 生産実績

(2) 商品仕入状況

セグメント 仕入高（千円)

インターネット通販事業 6,157,957

その他の事業 202,521

合  計 6,360,479

商品カテゴリー 仕入高（千円)

 家電 2,919,598

パソコン 1,040,447

周辺機器/デジタルカメラ 1,668,323

ソフト 427,737

その他 101,851

合  計 6,157,957



当社グループは、受注から販売までの所要日数が短く、常に受注残高は僅少であり、期中の受注高と

販売実績とがほぼ対応するため、記載を省略しております。 

  

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １．セグメント間の取引は、相殺消去しております。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 
３．インターネット通販事業における商品カテゴリー別売上は、次のとおりであります。 

  

   
  

  

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な 

変動等又は、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はあり

ません。 

  

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 
  

(3) 受注状況

(4) 販売実績

セグメント 売上高（千円)

インターネット通販事業 6,840,049

その他の事業 290,897

合  計 7,130,947

商品カテゴリー 売上高（千円)

家電 3,257,799

パソコン 1,097,338

周辺機器/デジタルカメラ 1,796,268

ソフト 465,682

その他 222,961

合  計 6,840,049

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】



  

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。 

  

(1) 経営成績の分析 

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、５月～７月期の実質国内総生産が５四半期ぶりのプ

ラスに転じ、年率換算で3.7％の成長率となりました。一方、当社の業績に与える影響の大きい国内消費

に関しましては、雇用情勢の悪化や雇用者報酬の落ち込みなど非常に厳しい状況にあるものと思われま

す。また、インターネット通販業界におきましては、消費者の節約志向や低価格志向が強まるなか、全般

的には堅調さを維持しておりますが、当社が属する家電・PC等の小売業界におきましては、政府主導のエ

コポイント制度の導入による対象商品の需要喚起はあったものの依然として厳しい経営環境が続いており

ます。  

 このような環境の中、家電・PC等のインターネット通販専業の当社におきましては、インターネット通

販専業で同業の㈱イーベストを２月に買収、４月には㈱ソフトクリエイト（東証２部）のインターネット

通販事業部門を譲り受け、新たに㈱特価ＣＯＭとして５月から営業を開始し、顧客層の拡大と収益の拡大

を目指しました。  

 これら２社においては当社と仕入・物流の一本化を図り、取扱商材を拡充させるなど売上は堅調に推移

しました。一方、当社においては、主力取扱商品であるPC及びOA周辺機器がマイクロソフト社のWindows

７の発売を前にした買い控えや販売単価の大幅な下落などにより販売競争が一段と激化し売上が伸び悩み

ました。また、エコポイント制度はインターネットを通じた制度説明の困難さからこれらの対象商品販売

拡大の好機を十分に活かしきれませんでした。更に、グループ３社の業務運営のノウハウ共有が十分でな

かった点もあり一部販売機会のロスが生じました。  

 費用面につきましては、売上の低調に伴い関連する販売手数料等の費用が若干抑制されましたが、商品

販売単価の全般的な下落よる粗利の低下を補う程はなく、また、第１四半期連結会計期間より適用された

「棚卸資産の評価に関する会計基準」による商品評価損や、当第２四半期連結会計期間で上記２社ののれ

ん償却16百万円を計上したこともあり、営業損失を計上致しました。  

 その他の事業につきましては、中国政府の内需拡大政策の影響もあり、塗料、太陽電池、食品の各部門

の収益は堅調に推移致しました。  

 その結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は、7,130百万円、営業損失は、15百万円、経常損失

は、17百万円、四半期純損失は、10百万円となりました。  

  

第１四半期連結会計期間より新たに子会社２社が連結対象となり、仕入・物流の一本化を図り取扱

商材を拡充させたことなどよりこれら２社の売上は堅調に推移しました。  

 又、当社グループで見た場合新たに子会社２社が連結対象となったこともあり、来客数、受注件数

は各々前期比85.0％、62.4％と増加しました。先述のとおり当社単体におけるPC及びOA周辺機器等当

社の主力取扱商品については、概ね販売数量は伸びているものの販売単価の大幅な下落傾向が見ら

れ、売上が低調に推移しました。一方、冷蔵庫や洗濯機など前年同期比で比較的堅調に推移した商品

４ 【財政状態及び経営成績の分析】

(2) 事業の種類別の概況

ａ.インターネット通販事業



もありましたが、PC及びOA周辺機器等の収益の落ち込みをカバーするには至りませんでした。  

 その結果、インターネット通販事業における、当第２四半期連結会計期間の売上高は、6,840百万

円、営業損失は、32百万円となりました。  

  

 
  

 
※各数値については当連結会計年度の３月より㈱イーベスト、５月より㈱特価ＣＯＭの数値を計上されております。 

※当該数値は監査法人の監査を受けておりません。 

※単位：百万円、千人 

※会員数は顧客情報を登録頂いている顧客数の累計です。 

  

その他の事業につきましては、中国において、主にPC・携帯電話・自動車等向けの塗料、太陽電池

関連の各種部材・機械、日本のトップバイオメーカーである㈱林原が製造するトレハロース等の食品

関連の原材料の販売を行っております。  

 何れの部門におきましても、顧客の囲い込みや顧客拡大を図り、需要の取り込みを確実に行うこと

により業績は全般に堅調に推移致しました。  

 その結果、その他の事業における、当第２四半期連結会計期間の売上高は、290百万円、営業利益

は、16百万円となりました。  

  

来客数の動向

売上高 営業損益 来客数 購買客数 会員数

当第２四半期連結会計期間 6,840 △32 7,503 235 2,053

前第２四半期連結会計期間 6,160 106 4,055 174 1,216

商品別販売動向

家電 パソコン 周辺／デジカメ その他 合計

当第２四半期連結会計期間 3,257 1,097 1,796 688 6,840

前第２四半期連結会計期間 2,472 1,250 2,110 326 6,160

ｂ．その他の事業



 

  

① 資産、負債及び純資産の状況 

（資産の部） 

  当第２四半期連結会計期間末における資産は、前連結会計年度末に比べ1,044百万円増加し、4,384百

万円となりました。これは主に、㈱イーベストの連結子会社化による受取手形及び売掛金の増加、商品

の増加、のれんの増加によるものであります。 

（負債の部） 

  当第２四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べ1,071百万円増加し、2,695百

万円となりました。これは主に、仕入増による買掛金の増加、㈱イーベスト及び㈱特価ＣＯＭの連結子

会社化による社債及び長期借入金の増加によるものであります。 

（純資産の部） 

  当第２四半期連結会計期間末における純資産は、26百万円減少し、1,688百万円となりました。 

  

当第２四半期連結会計期間末おける現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末に比べて127

百万円減少し、411百万円となりました。各活動別のキャッシュ・フローの状況とその要因は次のとお

りであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

売上債権の増加73百万円、仕入債務の減少41百万円がありましたが、未収入金の減少54百万円、棚卸

資産の減少51百万円、減価償却費27百万円があり、20百万円の増加となりました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

無形固定資産資産取得による支出26百万円があり、32百万円の減少となりました。 

  

  （財務活動によるキャッシュ・フロー）  

短期借入金の返済による支出100百万円、長期借入金の返済による支出10百万円があり、112百万円の

減少となりました。 

  

  

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要 

 な変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

 該当事項はありません。 

(3) 財政状態の分析

(4) キャッシュ・フローの分析

(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題

(6) 研究開発活動



 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新

設、除却について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

 また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありませ

ん。 

  

  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画



  

 
  

  

 
  

  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 120,000

計 120,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成21年７月31日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成21年９月14日)

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 42,750 42,750 東京証券取引所 
（マザーズ）

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式であ
ります。 
当社は単元株制度を採用して
おりません。

計 42,750 42,750 ― ―



旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

第２回新株予約権 平成17年９月22日 臨時株主総会特別決議（平成17年８月30日 取締役会決議） 
  

 
(注) １．当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合には、各新株予約権の目的たる株式の数は、次

の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されてい
ない新株予約権の目的たる株式の数について行われ、調整による１株未満の端数は切り捨てる。 

  

   
２．次の①又は②の事由が生じる場合には、発行価額はそれぞれ次に定める算式により、調整されるものとし、

調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げる。 
① 当社普通株式につき株式分割又は株式併合が行われる場合。 

  

   
② 当社が時価（ただし、普通株式に係る株券がいずれかの証券取引所に上場される前においては、その時点

における調整前行使価額を時価とみなす。）を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又は自己
株式の処分を行う場合（ただし、新株予約権の行使の場合を除く）。さらに、当社が他社と吸収合併若し
くは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割若しくは吸収分割を行う場合、そ
の他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合は、合理的な範囲で適切に行使価額を調整す
る。 

  

   
３．新株予約権の行使の条件 
① 新株予約権者は、権利行使時において、当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役又は従

業員のいずれかの地位を有することを要する。ただし、新株予約権者の退任又は退職後の権利行使につき
正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りでない。 

② 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による本新株予約権の相続は認めない。ただし、取
締役会が特に認めた相続の場合は、この限りでない。 

③ 新株予約権者は、その割当数の一部又は全部を行使することができる。ただし、各新株予約権の１個未満
の行使はできないものとする。 

④ その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。 

(2) 【新株予約権等の状況】

区分 第２四半期会計期間末現在 
（平成21年７月31日）

新株予約権の数（個）       （注）１         650

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）                  650

新株予約権の行使時の払込金額（円）       （注）２     120,000

新株予約権の行使期間 自 平成19年９月23日 
至 平成27年９月22日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円）

発行価格  120,000 
資本組入額  60,000

新株予約権の行使の条件       （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要す
る。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 －

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

 
調整後発行価額

 
＝
 
調整前発行価額

 
×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数＋１株当たり払込金額

新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数



第４回新株予約権 平成17年９月22日 臨時株主総会特別決議（平成17年８月30日 取締役会決議） 
  

 
(注) １．当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合には、各新株予約権の目的たる株式の数は、次

の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されてい
ない新株予約権の目的たる株式の数について行われ、調整による１株未満の端数は切り捨てる。 

  

   
２．次の①又は②の事由が生じる場合には、発行価額はそれぞれ次に定める算式により、調整されるものとし、

調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げる。 
① 当社普通株式につき株式分割又は株式併合が行われる場合。 

  

   
② 当社が時価（ただし、普通株式に係る株券がいずれかの証券取引所に上場される前においては、その時点

における調整前行使価額を時価とみなす。）を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又は自己
株式の処分を行う場合（ただし、新株予約権の行使の場合を除く）。さらに、当社が他社と吸収合併若し
くは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割若しくは吸収分割を行う場合、そ
の他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合は、合理的な範囲で適切に行使価額を調整す
る。 

  
  

   
３．新株予約権の行使の条件 
① 新株予約権者は、権利行使時において、当社と協力関係にあることを要する。 
② 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による本新株予約権の相続は認めない。ただし、取

締役会が特に認めた相続の場合は、この限りでない。 

③ 新株予約権者は、その割当数の一部又は全部を行使することができる。ただし、各新株予約権の１個未満
の行使はできないものとする。 

④ その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。 
  
  

区分 第２四半期会計期間末現在 
（平成21年７月31日）

新株予約権の数（個）       （注）１            100

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）                       100

新株予約権の行使時の払込金額（円）       （注）２      120,000

新株予約権の行使期間 自 平成17年９月23日 
至 平成27年９月22日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円）

発行価格  120,000 
資本組入額  60,000

新株予約権の行使の条件       （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要す
る。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 －

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

 
調整後発行価額

 
＝
 
調整前発行価額

 
×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数＋１株当たり払込金額

新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数



  

該当事項はありません。 

  

  

   
  

 
(注) 株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。また、上記のほか当社所

有の自己株式2,953株（6.91％）があります。 

  

(3) 【ライツプランの内容】

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額 
  

(千円)

資本金残高 
  

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金 
残高 
(千円)

平成21年５月１日～ 
平成21年７月31日 － 42,750 － 619,625 － 559,625

(5) 【大株主の状況】
平成21年７月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数 
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

劉 海涛 東京都千代田区 16,000 37.43

㈱ベスト電器 福岡県福岡市博多区千代６－２－33 12,540 29.33

劉 琴代 東京都千代田区 1,000 2.34

日本システム開発(株) 大阪市中央区北久宝寺町４－３－８ 936 2.19

作佐部 光浩 東京都荒川区 900 2.11

日本証券金融㈱ 東京都中央区茅場町１－２－10 689 1.61

劉 海燕 東京都文京区 600 1.40

劉 海波 東京都文京区 600 1.40

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱（信託口） 東京都中央区晴海１－８－11 592 1.38

東プレ㈱ 東京都中央区日本橋３－12－２ 499 1.17

計 ― 34,356 80.36



平成21年７月31日現在 

 
  

  

平成21年７月31日現在 

 
  

  

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所マザーズ市場における株価を記載しております。 

  

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） （自己保有株式） 
普通株式 2,953 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 39,797 39,797 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 42,750 － －

総株主の議決権 － 39,797 －

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称 所有者の住所

自己名義 
所有株式数 
(株)

他人名義 
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
株式会社ストリーム

東京都千代田区外神田 
２－15－２ 2,953 － 2,953 6.91

計 － 2,953 － 2,953 6.91

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年 
２月

 
３月

 
４月

 
５月

 
６月

 
７月

最高(円) 59,100 58,000 58,200 59,000 67,000 61,900

最低(円) 53,600 51,000 51,500 50,100 55,900 56,500



 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであり

ます。 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

   
  

３ 【役員の状況】

(1) 新任役員

(2) 退任役員

(3) 役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

専務取締役営業本部長 
兼カスタマー部長 専務取締役営業本部長 作佐部 光浩 平成21年６月５日

常務取締役営業副本部長 
兼商品部長 常務取締役営業副本部長 市村 智樹 平成21年６月５日



 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成21年５月

１日から平成21年７月31日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年２月１日から平成21年７月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

第５ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について



１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年７月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年１月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 412,537 301,870 
受取手形及び売掛金 1,086,440 660,139 
商品 1,824,665 1,687,982 
その他 98,894 85,878 

流動資産合計 3,422,538 2,735,872 

固定資産   
有形固定資産   
建物（純額） ※１  3,290 ※１  2,574 

車両運搬具（純額） ※１  3,924 ※１  4,935 

工具、器具及び備品（純額） ※１  29,462 ※１  20,001 

有形固定資産合計 36,678 27,511 

無形固定資産   
ソフトウエア 275,761 254,825 
のれん 309,133 － 

その他 2,305 1,556 

無形固定資産合計 587,199 256,382 

投資その他の資産   
投資有価証券 53,049 38,758 
出資金 44,026 41,293 
差入保証金 231,182 229,079 
その他 3,729 10,456 

投資その他の資産合計 331,986 319,588 

固定資産合計 955,864 603,482 

繰延資産   
社債発行費 5,901 － 

繰延資産合計 5,901 － 

資産合計 4,384,304 3,339,354 



(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年７月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年１月31日) 

負債の部   
流動負債   
買掛金 1,647,254 1,220,290 
短期借入金 200,000 200,000 
未払法人税等 6,766 5,797 
賞与引当金 7,451 9,832 
ポイント引当金 36,692 36,333 
その他 421,099 151,973 

流動負債合計 2,319,265 1,624,228 

固定負債   
社債 234,500 － 

長期借入金 142,200 － 

固定負債合計 376,700 － 

負債合計 2,695,965 1,624,228 

純資産の部   
株主資本   
資本金 619,625 619,625 
資本剰余金 559,625 559,625 
利益剰余金 688,608 737,470 
自己株式 △182,230 △175,385 

株主資本合計 1,685,627 1,741,335 

評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 △2,717 △11,798 

為替換算調整勘定 △2,843 △14,410 

評価・換算差額等合計 △5,560 △26,208 

少数株主持分 8,271 － 

純資産合計 1,688,338 1,715,126 

負債純資産合計 4,384,304 3,339,354 



(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成21年７月31日) 

売上高 14,418,538 
売上原価 13,084,871 

売上総利益 1,333,666 

販売費及び一般管理費 ※１  1,374,996 

営業損失（△） △41,329 

営業外収益  
受取利息 1,232 
受取配当金 8,065 
為替差益 2,512 
その他 4,197 

営業外収益合計 16,007 

営業外費用  
支払利息 4,739 
その他 1,966 

営業外費用合計 6,705 

経常損失（△） △32,027 

特別利益  
固定資産売却益 697 

特別利益合計 697 

特別損失  
固定資産除却損 87 

特別損失合計 87 

税金等調整前四半期純損失（△） △31,417 

法人税等 △4,776 

少数株主損失（△） △1,728 

四半期純損失（△） △24,912 



【第２四半期連結会計期間】 

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年５月１日 
 至 平成21年７月31日) 

売上高 7,130,947 
売上原価 6,405,242 

売上総利益 725,704 

販売費及び一般管理費 ※１  741,559 

営業損失（△） △15,855 

営業外収益  
受取利息 163 
受取配当金 386 
為替差益 △586 

その他 2,674 

営業外収益合計 2,637 

営業外費用  
支払利息 2,640 
その他 1,638 

営業外費用合計 4,279 

経常損失（△） △17,497 

特別利益  
固定資産売却益 △12 

特別利益合計 △12 

特別損失  
固定資産除却損 △1 

特別損失合計 △1 

税金等調整前四半期純損失（△） △17,508 

法人税等 △5,482 

少数株主損失（△） △1,728 

四半期純損失（△） △10,297 



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成21年７月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  
税金等調整前四半期純損失（△） △31,417 

減価償却費 53,330 
のれん償却額 25,557 
賞与引当金の増減額（△は減少） △4,801 

ポイント引当金の増減額（△は減少） 359 
受取利息及び受取配当金 △9,298 

支払利息 4,739 
固定資産売却損益（△は益） △697 

固定資産除却損 87 
売上債権の増減額（△は増加） △219,415 

たな卸資産の増減額（△は増加） 9,245 
仕入債務の増減額（△は減少） 53,089 
その他 46,215 

小計 △73,004 

利息及び配当金の受取額 9,298 
利息の支払額 △4,913 

法人税等の支払額 △3,158 

営業活動によるキャッシュ・フロー △71,777 

投資活動によるキャッシュ・フロー  
定期預金の預入による支出 △300 

有形固定資産の取得による支出 △13,605 

有形固定資産の売却による収入 1,204 
無形固定資産の取得による支出 △133,875 

投資有価証券の取得による支出 △1,702 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出 △451,341 

貸付金の回収による収入 260,530 
その他 7,339 

投資活動によるキャッシュ・フロー △331,750 

財務活動によるキャッシュ・フロー  
長期借入れによる収入 200,000 
長期借入金の返済による支出 △17,000 

社債の発行による収入 343,146 
少数株主からの払込みによる収入 10,000 
配当金の支払額 △23,773 

自己株式の取得による支出 △6,915 

財務活動によるキャッシュ・フロー 505,457 

現金及び現金同等物に係る換算差額 8,438 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 110,366 

現金及び現金同等物の期首残高 301,620 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  411,987 



当第２四半期連結会計期間(自 平成21年５月１日 至 平成21年７月31日) 

  

  該当事項はありません。 

  

  

   

【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

項目
当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年２月１日
 至 平成21年７月31日)

１ 連結の範囲に関する事項の
変更

(1) 連結の範囲の変更
    第１四半期連結会計期間から、㈱イ 
 ーベストの株式を取得並びに㈱特価Ｃ 
 ＯＭの設立及び事業譲受により連結の 
 範囲に含めております。 
  なお、発生したのれんは、５年間で 
 均等償却しております。 

    

(2) 変更後の連結子会社の数
   ４社

２ 会計処理の原則及び手続の
変更

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の 
    適用
    「棚卸資産の評価に関する会計基 
 準」(企業会計基準委員会 平成18年７ 
 月５日 企業会計基準第９号)を第１四 
 半期連結会計期間から適用し、評価基 

 準については、移動平均法による原価 
 法から移動平均法による原価法（収益 
 性の低下による簿価切下げの方法）に 
 変更しております。 
    この結果、従来の方法によった場合 
  に比べて、当第２四半期連結累計期間 
 の営業損失、経常損失及び税金等調整 
 前四半期純損失が25,299千円それぞれ 

 増加しております。 
    なお、セグメント情報に与える影響 
  は、当該箇所に記載しております。

(2) 連結財務諸表作成における在外子会 
  社の会計処理に関する当面の取扱い 
  の適用
  「連結財務諸表作成における在外子 
 会社の会計処理に関する当面の取扱 
 い」（企業会計基準委員会 平成18年 
 ５月17日 実務対応報告第18号）を第 
  １四半期連結会計期間から適用し、連 
 結決算上必要な修正を行っておりま 

 す。 
  これによる損益に与える影響はあり 
 ません。 
 



  

 
  

  

 
  

  

  

【簡便な会計処理】

項目
当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年２月１日
 至 平成21年７月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金
負債の算定方法

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関
しては、前連結会計年度末以降に経営環
境等、かつ、一時差異等の発生状況に著

しい変化がないと認められるので、前連
結会計年度において使用した将来の業績
予測やタックス・プランニングを利用す
る方法によっております。
   

   

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

項目
当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年２月１日
 至 平成21年７月31日)

１ 税金費用の計算  当連結会計年度の税引前当期純利益に
対する税効果会計適用後の実効税率を合
理的に見積り、税引前四半期純利益に当
該見積実効税率を乗じて計算する方法を
採用しております。

  なお、法人税等調整額は、法人税等に
含めております。

   



  

 
  

  

 
  

  

 
  

  

 
  

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年７月31日)

前連結会計年度末 
(平成21年１月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、51,643千円 

  であります。

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、46,180千円 

  であります。

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年２月１日  
  至 平成21年７月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

荷造発送費 405,927千円
販売手数料 95,895千円
支払手数料 191,621千円
給料手当及び賞与 244,396千円
賞与引当金繰入額 6,968千円
ポイント引当金繰入額 359千円

第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年５月１日  
  至 平成21年７月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

荷造発送費 209,893千円
販売手数料 49,663千円
支払手数料 108,424千円
給料手当及び賞与 136,420千円

賞与引当金繰入額 1,814千円
ポイント引当金繰入額 △271千円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年２月１日  
  至 平成21年７月31日)

 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に
掲記されている科目の金額との関係

(平成21年７月31日現在)
(千円)

現金及び預金勘定 412,537
預入期間が 
３ヶ月を超える定期積金 △   550

現金及び現金同等物の期末残高 411,987
 



  当第２四半期連結会計期間末(平成21年７月31日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成21 

年２月１日 至 平成21年７月31日) 

  

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

  

３ 新株予約権等に関する事項 
   該当事項はありません。 

  
  
４ 配当に関する事項 
 (1) 配当金支払額 

   
 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 
    

    該当事項はありません。 

  

５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

  

   該当事項はありません。 

  

  

(株主資本等関係)

株式の種類 当第２四半期 
連結会計期間末（株）

普通株式 42,750

株式の種類 当第２四半期 
連結会計期間末（株）

普通株式(株) 2,953

決議 株式の種類 配当金の総額 
(千円)

１株当たり 
配当額(円) 基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年４月23日 
定時株主総会 普通株式 23,949 600 平成21年１月31日 平成21年４月24日 利益剰余金



 

  

 所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を 

 行っておりますが、当四半期連結会計期間末における取引残高は前連結会計年度末に比べて著し 

  い変動が認められないため記載しておりません。 

  

  

  

  当社グループの所有する有価証券は、企業集団の事業の運営において重要なものではありませ  

  ん。 

  

  

  

  当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

  

  

  第２四半期連結会計期間に新たに付与したストック・オプションはありませんので、該当事項 

  はありません。 
  
  

  

  該当事項はありません。 

  

  

(リース取引関係)

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)

(ストック・オプション等関係)

(企業結合等関係)



当第２四半期連結会計期間(自 平成21年５月１日 至 平成21年７月31日) 
  

 
  

当第２四半期連結累計期間(自 平成21年２月１日 至 平成21年７月31日) 

 
(注) １．事業区分の方法 

事業区分の方法は、市場及びサービスの内容の類似性を考慮し、区分しております。 
２．各区分に属する主要なサービス 

 
３．会計処理の基準に関する事項の変更 

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用） 
 「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号)を
第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、移動平均法による原価法から移動平均法による
原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。 
  この結果、従来の方法によった場合に比べて、インターネット通販事業において当第２四半期連結累計期

間の営業損失は25,299千円増加しております。 
４．第１四半期連結会計期間において、㈱イーベストの株式を取得並びに㈱特価ＣＯＭの設立及び事業譲受に 

   より連結子会社になったことに伴い、当第２四半期連結会計期間末は、インターネット事業における資産 
   の金額が前連結会計年度末に比べて972,542千円増加しております。 

  

  

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

インターネット 
通販事業 
（千円）

その他の事業 
（千円）

計 
（千円）

消去又は全社 
（千円）

連結 
（千円）

売上高

(1) 外部顧客に 
  対する売上高 6,840,049 290,897 7,130,947  － 7,130,947

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高  －  －  －  －  －

計 6,840,049 290,897 7,130,947  － 7,130,947

営業利益又は営業損失(△) △ 32,024 16,169 △ 15,855  － △ 15,855

インターネット 
通販事業 
（千円）

その他の事業 
（千円）

計 
（千円）

消去又は全社 
（千円）

連結 
（千円）

売上高

(1) 外部顧客に 
  対する売上高 13,915,315 503,222 14,418,538  － 14,418,538

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高  －  －  －  －  －

計 13,915,315 503,222 14,418,538  － 14,418,538

営業利益又は営業損失(△) △ 57,158 15,829 △ 41,329  － △ 41,329

事業区分 主要サービス

インターネット通販事業 家電、パソコンを中心としたインターネット通信販売事業

その他の事業 中国における塗料、太陽電池関連機械等の販売、食品添加剤等の
販売事業



  
当第２四半期連結会計期間(自 平成21年５月１日 至 平成21年７月31日)及び当第２四半期連結累計

期間（自 平成21年２月１日 至 平成21年７月31日) 

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。 
  
  

  
当第２四半期連結会計期間(自 平成21年５月１日 至 平成21年７月31日)及び当第２四半期連結累計

期間（自 平成21年２月１日 至 平成21年７月31日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 
  
  

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】



１ １株当たり純資産額 
  

 
  

２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

第２四半期連結累計期間 
  

 
  

(注) １株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以 
   下のとおりであります。 
  

 
  

(１株当たり情報)

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年７月31日)

前連結会計年度末 
(平成21年１月31日)

 
  １株当たり純資産額 42,215円93銭

 
  １株当たり純資産額 42,968円39銭

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年２月１日  
  至 平成21年７月31日)

 

１株当たり四半期純損失(△) △ 625円78銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額については、１株当たり四半期純損失であ
り、かつ、希薄化効果を有している潜在株式が存
在しないため記載しておりません。

項目
当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年２月１日  
  至 平成21年７月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（△）
(千円) △24,912

普通株式に係る四半期純損失（△）(千円) △24,912

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式の期中平均株式数(株) 39,811

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に
用いられた四半期純利益調整額の主要な内訳 
(千円)  

－

四半期純利益調整額(千円) －

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に
用いられた普通株式増加数(株) －

普通株式増加数(株)  －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

－



 

第２四半期連結会計期間 
  

 
  

(注) １株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以 
   下のとおりであります。 
  

 
  

  

該当事項はありません。 

  

  

  

  該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年５月１日  
  至 平成21年７月31日)

 

１株当たり四半期純損失(△) △ 258円74銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額については、１株当たり四半期純損失であ
り、かつ、希薄化効果を有している潜在株式が存
在しないため記載しておりません。

項目
当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年５月１日  
  至 平成21年７月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（△）
(千円) △10,297

普通株式に係る四半期純損失（△）(千円) △10,297

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式の期中平均株式数(株) 39,797

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に
用いられた四半期純利益調整額の主要な内訳 
(千円)  

－

四半期純利益調整額(千円) －

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に
用いられた普通株式増加数(株) －

普通株式増加数(株)  －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

－

(重要な後発事象)

２【その他】



 
該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



  
平成21年９月11日

株式会社ストリーム 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ストリームの平成21年２月１日から平成22年１月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成21年５月１日から平成21年７月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年２月１日から平成

21年７月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ストリーム及び連結子会社の平成

21年７月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

追記情報 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は当

第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

 

独立監査人の四半期レビュー報告書

  あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   轟  芳  英     印

指定社員 
業務執行社員

公認会計士    杉   山  勝     印

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期
報告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。



 

 
  

 

【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成21年９月14日

【会社名】 株式会社ストリーム

【英訳名】 Stream Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  劉   海 涛

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役副社長管理本部長  竹 下 謙 治

【本店の所在の場所】 東京都千代田区外神田二丁目15番２号 新神田ビル７階

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)



当社代表取締役社長 劉 海涛及び当社最高財務責任者 竹下 謙治は、当社の第11期第２四半期(自

平成21年５月１日 至 平成21年７月31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正

に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】


